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ものづくり中小企業・小規模事業者等連携事業創造促進事業 
 平成2６年度予算案額 １２６億円（新規） 

中小企業庁 創業・技術課 
03-3501-1816 

産業技術環境局 大学連携推進課 
03-3501-0075 

 
 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

○中小企業・小規模事業者が大学、公設試等の研究機関
等と連携して行う、製品化につながる可能性の高い研
究・開発及び販路開拓への取組を一貫して支援します。 

 
 
○また、技術の市場価値を評価できる専門家の目利きを
踏まえて行う、大企業や大学等の知を活用したシーズ
発掘・橋渡し研究も支援します。 

国 

補助（定額、2/3） 

民間団体等 
補助（定額） 

○研究開発・試作品開発・販路開拓 
・「中小ものづくり高度化法」の計画認定を受けた中小企 
 業・小規模事業者を含む共同体 
 
・補助上限額：初年度4,500万円 
・2年目は初年度の2/3、3年目は1/2を上限として補助 
 
①大学、公設試等による設備投資及び研究・開発等に要す
る経費を支援（うち1,500万円を上限、補助率：定額）。 

②中小企業・小規模事業者が行う研究・開発や販路開拓を
支援（補助率：2/3）。 

 
 
○シーズ発掘 
・民間団体等 
 中小企業・小規模事業者と大学等とのライセンスを加速する
ため、マッチング促進の場を設定し、事業シーズの発掘を支援。 
 
・補助上限額：1,000万円（補助率：定額） 
 
 
○橋渡し研究 
・中小企業・小規模事業者、大学、公設試等を含む共同体 
 
・補助上限額：初年度2,000万円（補助率：2/3） 
・2年目は、初年度と同額を上限として補助 

大学、公設試等 
中小企業・小規模事業者 



１.特定ものづくり基盤技術及び 
 指針の見直し 
 （平成26年2月10日告示） 

①２２技術から１１技術へ見直し 
②｢中小企業の特定ものづくり基盤技術の 
 高度化に関する指針｣の抜本的改正 

２.委託事業から補助事業へ ①中小企業・小規模事業者には自己負担 
 を伴う補助事業へ 
②大学・公設試等の研究マネジメントを 
 担う機関向けには定額（100％）補助 
③購入機器設備、発生した知的財産権な 
 どは、補助事業実施者へ帰属 
※補助金化に伴い、一般管理費の計上が
不可、全ての費用を対象となる経費に計
上する必要有。 

３. 販路開拓まで支援対象に 製品化につながる可能性の高い研究開発
等及び販路開拓への取組を一貫して支援 
※従来の「グローバル技術連携支援事
業」と統合。なお、研究開発を行わない
販路開拓のみを対象とした支援は不可。 

サポイン事業の変更点 

なお、既採択の案件については、従来の委託の形態で継続し、２２技術見直しに関しても、新たに認定を取り直す必要
性はない方向を予定。 



サポイン事業概要（案） 

○対象事業 「中小企業ものづくり基盤技術高度化に関する法律」に基づく認定を受けた研究開発計画 

○事業期間 ２年度又は３年度 

○補助金額 •初年度 
 ４，５００万円以下 
  うち、大学・公設試等の初年度合計額  １，５００万円以下 
 
•２年度目 
 初年度の補助金交付決定額の ２/３以下 
 
•３年度目 
 初年度の補助金交付決定額の １/２以下 

○補助率 ○大学、公設試等の補助対象経費 ： 定額補助 
○それ以外の者の補助対象経費 ： ２／３以内 

国

補助金２／３ 法認定事業者

協力者

大学・公設試

等

補助金（２／３、定額）

事業管理機関

（補助事業者）

共同体

補助対象経費

6,000万円

補助金交付額

4,500万円

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金２／３

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金定額

補助対象経費

1,000万円

補助金交付額

1,000万円
補助対象経費

500万円

補助金交付額

500万円

大学・公設試

等

定額補助
1,500万円以内

モデルケース１ 



サポイン事業概要（案） 

国

補助金（２／３）

共同体

補助金（定額）

共同研究契約

大学・公設試

等以外

大学・公設試

等

補助金２／３ 法認定事業者

協力者

大学・公設試

等

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金２／３

補助対象経費

750万円

補助金交付額

500万円

補助金２／３

補助対象経費

750万円

補助金交付額

500万円

大学・公設試

等
補助金定額

補助対象経費

1,000万円

補助金交付額

1,000万円

補助対象経費

4,500万円

補助金交付額

3,000万円

補助対象経費

750万円

補助金交付額

500万円

補助対象経費

500万円

補助金交付額

500万円

共同体

補助対象経費

1,500万円

補助金交付額

1,500万円 定額補助
1,500万円以内

事業管理機関

（補助事業者）

モデルケース２ 

国

補助金２／３ 法認定事業者

協力者

大学・公設試

等

補助金（２／３）

補助対象経費

6,750万円

補助金交付額

4,500万円

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金２／３

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金２／３

補助対象経費

1,500万円

補助金交付額

1,000万円補助対象経費

750万円

補助金交付額

500万円

大学・公設試

等以外

共同体

事業管理機関

（補助事業者）

モデルケース３ 



戦略的基盤技術高度化支援事業の仕組み

全国採択審査委員会
（外部有識者等）

③審査・採択

【アドバイザー】

法認定計画

【事業管理機関】 （補助事業者）

【研究等実施機関】
（法認定事業者）

共同体

経済産業局等
採択・最終評価委員会
（外部有識者等）

①

公

募

②

提

案

⑥

中
間
評
価

最
終
評
価

⑦

追
跡
調
査

【研究等実施機関】
（協力者）

【研究等実施機関】
（協力者）

【研究等実施機関】

（法認定計画外
の協力者）

【研究等実施機関】

（協力者）

【総括研究代表者】
（ＰＬ）

【副総括研究代表者】
（ＳＬ）

④

採
択
通
知

交
付
申
請

交
付
決
定

事
業
実
施

実
績
報
告

確
定
検
査

補
助
金
の

請
求

補
助
金
の

支
払

（補
助
事
業
者

に
支
払
）

※事業管理機関は、共同体の構成員に内容の妥当性を確認の上、支払

○事業管理機関 この事業の運営管理等を主体的に行う者
（補助事業者） 例）大学・公設試等、法認定事業者、中小企業者・小規模事業者、大企業等
○法認定事業者 法認定を受けた中小企業者
○協力者 法認定計画に含まれる協力者

例）中小企業者・小規模事業者、大学・公設試等、大企業等
○法認定計画外の 法認定計画に含まれないが、この事業を共同で実施する者
協力者 例）中小企業者・小規模事業者、大学・公設試等、大企業等

○アドバイザー この事業に対して助言を行う補助金を伴わない者
例）川下企業、大学・公設試等、有識者等研究者

両者のうちいずれか１名が法認定事業者の研究員

⑤

補
助
事
業

サポイン事業実施体制（案） 

必須 

必須 

推奨 

○事業管理機関（補助事業者）【必須】  
 ・国との総合的な連絡窓口を担い、補助事 
 業の遂行における責任を有する主体。 
 ・事業の運営管理、共同体の相互調整、研 
 究開発の普及等を行う。 
 
 

○法認定事業者【必須】 
 法認定を受けた中小企業者 
 
 

○協力者 
 法認定計画に含まれる協力者 
 
 

○法認定計画外の協力者 
 法認定計画に含まれないが、この事業を共 
 同で実施する者 
 
 

○アドバイザー《推奨》 
 この事業に対して助言を行う補助金を伴わ 
 ない者 

 


